
（様式１）
白石市

平成25年３月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27

白石市東日本大震災復興交付金基金残高 259,071 白石市東日本大震災復興交付金基金の利息額 18

執行
年度
23
24
25
26
27

186,708

復興交付金事業計画　平成24年度進捗状況（契約状況）報告　総括表

168,277

388,696 0

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

0
0

0
168,277

0
345,136

＜参考＞
宮城県
交付分

（うち、当該
市町村分）

交付分
白石市

0
345,136

0
0
0

14,967

交付額
(国費)

契約済額
（国費相当額）

＜参考＞

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」「基金の利息額」欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

403,663 186,708合　計

合　計



平成25年３月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23 295,620 0 -
24 14,967 142,374 -
25
26
27

累計 310,587 142,374 0
23 59,836 0 -
24 0 39,813 -
25
26
27

累計 59,836 39,813 0
23 8,400 0 -
24 0 3,603 4,797
25
26
27

累計 8,400 3,603 4,797
23 24,840 0 -
24 0 918 -
25
26
27

累計 24,840 918 0
23
24 358 287 71
25
26
27

累計 358 287 71
（注） 23 388,696 0 0

1 24 14,967 186,708 4,797
25 0 0 0

2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 403,663 186,708 4,797

23 0 0 0
24 358 287 71

5 25 0 0 0
6 26 0 0 0

27 0 0 0
7 358 287 71

404,021 186,995 4,868
※平成23・24年度事業として歳出予算に計上され議決された額
（国費）は、404,021千円

白石市 復興交付金事業計画　　平成24年度進捗状況（契約状況）報告

漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/
完了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、
漁業集落効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相
当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いませ
ん。

省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

「継続/完了」欄には、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

（様式２C)

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

24

ハウス潅水部取り付けが現在進行中である。また、取水に関する手続きの遅
れで、取水ポンプが未着工である。２５年度内で全て完了の予定である。

3 C － 4 － 1 －

被災地域農業
復興支援総合
事業（園芸施
設等整備）

白川内親
地区

県 市 間接 継続 414,117 23

－ 1

農作業及び作
物集荷用車両
整備事業

白川内親
地区

県 市 間接 完了 10,500 23

～ 24

納品や工期の遅れで、繰り越した事業があったが、それらはほぼ２５年４月で完了して
いる。集出荷施設建築のみ未着工となっているが、２５年度内で完了予定である。

4 C － 4 － 2 －

被災地域農業
復興支援総合
事業（園芸施
設用水確保事
業）

白川内親
地区

県 市 間接 継続 79,782 23 ～

～ 23

全て納品し、利用を開始し事業完了となっている。

6 ◆ C － 4 － 1 － 2
沿岸部被災者
通所支援事業

白川内親
地区

県 市 間接 継続 31,050 23 ～ 23

地盤調査は終了。２５年度内で休憩施設を建築し、完了予定で
ある。

5 ◆ C － 4 － 1

～ 24

全て納品し、利用を開始し事業完了となっている。

9 ◆ C － 4 － 1 － 3
園芸施設整備
拡充事業

白川内親
地区

市 市 直接 完了 896 24



平成25年３月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23 -
24 126,150 57,798 -
25
26
27

累計 126,150 57,798 0
23 -
24 196,500 90,809 -
25
26
27

累計 196,500 90,809 0
23
24 2,476 798 -
25
26
27

累計 2,476 798 0
23
24 19,652 18,585 -
25
26
27

累計 19,652 18,585 0
（注） 23 0 0 0

1 24 0 0 0
25 0 0 0

2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 0 0 0

23 0 0 0
24 344,778 167,990 0

5 25 0 0 0
6 26 0 0 0

27 0 0 0
7 344,778 167,990 0

344,778 167,990 0
※平成23・24年度事業として歳出予算に計上され議決された額
（国費）は、344,778千円

復興交付金事業計画　　平成24年度進捗状況（契約状況）報告白石市

市街地復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/完
了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、市
街地復興効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相
当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いませ
ん。

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

省庁名 国土交通省

事業番号
全体
事業
期間

1 D － 14 ～ 24

調査設計業務委託については、平成24年度で完了。
工事については、平成２５年３月末時点では契約のみとなっている。

2 D － 14 －

市 市 直接 継続 168,200 23－ 1 －

造成宅地滑動
崩落緊急対策
事業（虎子沢
山）

郡山字虎
子沢山地
区

24

直接 継続 3,096 24 ～ 24－ 1
集水井等設置
用地購入事業

郡山字虎
子沢山地
区

市 市

調査設計業務委託については、平成24年度で完了。
工事については、平成２５年３月末時点では契約のみとなっている。

7 ◆ D － 14 － 1

市 直接 継続 262,000 23 ～2 －

造成宅地滑動
崩落緊急対策
事業（緑が丘）

緑が丘地
区

市

用地測量業務委託については、平成25年3月末時点進捗率約70%、平
成25年7月末まで工期を延期し進めている。

継続 26,203 24 ～ 24

平成２５年２月１４日に業務委託を契約。繰越事業として工期を平成２
６年３月２０日まで延長し、平成２５年５月末時点で進捗率は30.4％。

白石市復興・
防災まちづくり
計画策定事業

白石市域 市 市 直接8 D － 20 － 1 －

「継続/完了」欄には、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

（様式２D）

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。


